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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第３四半期
連結累計期間

第50期
第３四半期
連結累計期間

第49期

会計期間
自2012年４月１日
至2012年12月31日

自2013年４月１日
至2013年12月31日

自2012年４月１日
至2013年３月31日

売上高　　　　　　　（百万円） 554,486 557,862 772,355

経常利益　　　　　　（百万円） 19,780 32,109 36,391

四半期（当期）純利益（百万円） 12,749 17,110 23,464

四半期包括利益又は包括利益

　　　　　　　　　　（百万円）
24,916 47,706 57,944

純資産額　　　　　　（百万円） 384,441 439,290 416,671

総資産額　　　　　　（百万円） 1,071,710 1,124,483 1,099,901

１株当たり四半期（当期）純利益

金額                   （円）
60.19 80.56 110.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額　　　 （円）　
60.18 80.53 110.75

自己資本比率　　　　　　（％） 31.2 33.7 32.8

営業活動による

キャッシュ・フロー　（百万円）
40,557 72,204 59,965

投資活動による

キャッシュ・フロー　（百万円）
△22,208 △30,345 △37,080

財務活動による

キャッシュ・フロー　（百万円）
△21,277 △44,283 △42,700

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高　　　　（百万円）
79,714 69,798 66,622

　

回次
第49期

第３四半期
連結会計期間

第50期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2012年10月１日
至2012年12月31日

自2013年10月１日
至2013年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）　　　　　　　　　（円）

△15.86 30.18

　（注）１　提出会社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していません。

２　売上高には、消費税等は含まれていません。

３　四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成していま

す。
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２【事業の内容】

　当連結グループは、提出会社、親会社、子会社47社、関連会社17社で構成され、建設機械の製造・販売・サー

ビス・レンタルを行っています。

当第３四半期連結累計期間において事業内容の変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当連結グループが判断したものです。

　

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、日本では円高の是正と生産の増加により景気は緩やかに回復

しました。中国では安定的な成長率を維持しつつ、農村の都市化により格差是正を図り、内需を拡大する堅調な

推移が見られました。米国は住宅着工をはじめとする建設投資増により緩やかに回復しました。欧州では、景気

は依然弱さが残りますが持ち直しの兆しが見られます。一方、東南アジア及びインドでは、通貨安・政局不安等

により、低迷しています。

　油圧ショベルを中心とした建設機械市場については、日本では住宅着工の増加と復興需要をはじめとした公共

投資の増加により需要は引き続き好調でした。中国では、保障性住宅建設、鉄道、港湾、環境整備等へのプロ

ジェクトが増加したことにより、前年同期を上回る実績となりました。一方、インドネシア・インドでは需要が

大きく落ち込みました。

　マイニング（鉱山）機械市場については、鉱物資源の価格下落の影響等により、北米・インドネシア・オース

トラリア等の鉱山向けの需要が大幅に減少しました。

　このような情勢の中、当連結グループは、収益確保をめざしてグローバルなサポート体制の確立とシェア向

上、原価低減、経営の効率化に取り組んできました。

　建設機械については、日本では更なる低燃費性能を実現した新世代ハイブリッドショベル「ZH200-5B」、排ガ

ス規制に対応した中型油圧ショベルZAXIS-5型シリーズ４機種、新型ホイールローダ「ZW180-5B」を投入し拡販に

努めました。海外においては、代理店との連携強化と、地域ニーズに合致した製品の拡販に努めました。

　マイニング機械については、大手顧客との密着度向上を図るなど、積極的な受注活動に引き続き注力しまし

た。

　以上の結果、連結売上高については、前年同期比101％の5,578億６千２百万円となりました。営業利益は前年

同期比142％の402億３千７百万円、経常利益については前年同期比162％の321億９百万円となりました。　　

［日本］

　建設機械需要については、震災復興工事・インフラ整備をはじめとした公共投資の増加及び新設住宅着工戸数

が高い水準であったことより、レンタル向け需要を中心に好調に推移しました。

　このような状況下、日立建機日本株式会社では、ＲＳＳ（レンタル・セールス・サービス）が一体となって、

お客様のニーズに最適な提案を行うことで、ＲＳＳ複数の部門とお取引いただけるお客様の増大を推進し、売上

拡大を図りました。

　また、排ガス規制に対応した新型機を順次発売し、拡販に努めました。

［米州］

　米国経済は、財政問題等で不透明感はあるものの、住宅着工件数、建設投資及び失業率の改善等で明るい兆し

も見えてきており、建設機械需要については底堅く推移していますが、マイニング機械の需要は落ち込みまし

た。

　このような状況下、レンタル業界の買い替え需要の取り込みに加え、排ガス規制に対応した新型機の拡販に努

めました。

［欧州］

　欧州経済は、英国は住宅購入支援策を追い風に内需の回復が見られるなど、持ち直しの兆しが見られます。建

設機械市場についても、英国は需要回復が見られ、欧州全体では下げ止まりつつあります。

　このような状況下、当連結グループは各国代理店へサポートの強化を推進し、低燃費型の油圧ショベルやホ

イールローダの積極的な拡販を図りました。
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［ロシアCIS・アフリカ・中近東］

　ロシア経済は、石油等天然資源輸出の落ち込み等を背景に、ＧＤＰ成長率も2012年後半からの減速傾向が継続

しています。

　このような状況下、当連結グループは、販売面では日立建機ユーラシア販売LLCを通じて代理店サポートを継続

し、建設・マイニング機械の拡販に努め、また製造面ではロシア新工場による現地生産に向けた準備を進めてい

ます。

　アフリカでは、南アフリカ及び周辺国における拡販に取り組み、北西アフリカでは代理店と共に建設関連向け

機械の販売・サービス強化に努めました。

　中近東では、空港工事・道路工事等のインフラ関連を中心とした拡販に引き続き注力しました。

［アジア・大洋州］

　資源国のインドネシア・オーストラリアでは、資源価格の低迷によりマイニング機械の需要が落ち込み、建設

機械の需要減少も続きました。タイでは政情不安により建設機械需要が減少しました。

　低成長が続くインド経済は、大型インフラ事業の着工遅延等により、建設機械の需要も低迷しています。この

ような状況下、タタ日立コンストラクションマシナリーCo, Ltd．は新型機を導入し、拡販に取り組みました。

［中国］

　中国経済は、安定的な成長率を維持しつつ、農村の都市化により格差是正を図り、内需を拡大する堅調な推移

が見られました。　

　建機需要では、保障性住宅建設、鉄道、港湾、環境整備等へのプロジェクトが増加したことにより、前年同期

を上回る実績となりました。

　このような状況下、当連結グループは、重点戦略機種の市場投入を展開すると同時に、サービス・部品販売管

理システムの本格活用や、「Global e-Service」システムの活用を通じた代理店との協力関係強化を継続するな

ど、市場でのプレゼンス向上をめざしました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は697億９千８百万円となり、当連結会計年度期首よ

り31億７千６百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が342億５千３

百万円、減価償却費277億７千９百万円、売上債権（リース債権含む）の減少656億２千５百万円を計上する一

方、たな卸資産の増加247億円、仕入債務の減少69億６千３百万円、法人税等の支払174億４千８百万円等があり

ました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間は722億４百万円の収入となり、前第３四半期連結累計期間に比べ316億

４千７百万円収入が増加しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、前第３四半期連結累計期間と比べて81億

３千７百万円支出が増加した結果、303億４千５百万円の支出となりました。これは主として、生産設備増強の為

の有形固定資産の取得による支出を306億７千７百万円計上したこと等によるものです。

　これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと、投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・

キャッシュ・フローは418億５千９百万円の収入となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、前第３四半期連結累計期間と比べて230億

６百万円支出が増加し、442億８千３百万円の支出となりました。これは主に短期及び長期の借入金減少による支

出214億４千４百万円（純額）、利息の支払68億８百万円、配当金の支払129億１千２百万円があったことによる

ものです。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、提出会社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、株式会社の支配に関する基本方針について、提出会社は、株式の上場により、株式市場から事業運営の

維持、事業の拡大に必要とする資金の調達を行うと共に、株主、投資家及び株式市場から評価を受けています。

提出会社は、こうした日々の評価に対して、提出会社及び当連結グループへの期待を認識し、緊張感のある経営

を実践することが、企業価値の向上に大きく寄与すると考えています。

　また、提出会社は、事業運営の独立性を保ちつつ、親会社である株式会社日立製作所のグループの一員とし

て、基本理念及びブランドを共有しており、基本的な経営方針の一体化が必要であると考えています。更に、同

社及び同社グループ各社が有する研究開発力、ブランド力その他の経営資源を有効に活用することが提出会社及

び当連結グループの企業価値の一層の向上に資すると考えています。

　提出会社は、上記基本方針のもと、ガバナンス体制の構築及び経営計画の策定・推進に取り組み、企業価値の

向上及び広く株主全般に提供される価値の最大化を図ることとします。  

　

（４）研究開発活動 

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費は、建設機械事業136億３千８百万円です。なお、当第３四半期連結累

計期間において、当連結グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　当第３四半期連結累計期間の主な成果は、次のとおりです。

　　油圧ショベル　　　　　　　　ZX240-5B、ZX280-5B、ZX330-5B、ZX470-5B、ZX200-5B、ZX160LC-5B

　　ハイブリッド油圧ショベル　　ZH200-5B

　　後方超小旋回型油圧ショベル　ZX225US-5B

　　後方小旋回型油圧ショベル　　ZX225USR-5B

　　ホイールローダ　 　　　 　　ZW220-5B、ZW250-5B、ZW310-5B、ZW330-5B、ZW370-5B、ZW550-5B、ZW180-5B

   振動ローラ      　　　 　　ZC35C-3、ZC50C-3、ZC35T-3、ZC50T-3

   サービスメニュー　　 　 　　ConSite
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 700,000,000

計 700,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）

（2013年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2014年２月７日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 215,115,038 215,115,038
株式会社東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式

で、権利内容に

何ら限定のない

提出会社におけ

る標準となる株

式であり、単元

株式数は、100株

です。

計 215,115,038 215,115,038 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2013年10月１日～

2013年12月31日　
－ 215,115,038 － 81,577 － 81,084
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（６）【大株主の状況】

2013年９月30日現在の上位10名の大株主であったバンク　オブ　ニユーヨーク　ジーシーエム　クライアン

ト　アカウント　ジエイピーアールデイ　アイエスジー　エフイー－エイシー、JPモルガン証券株式会社、

BNPパリバ証券株式会社及びソシエテジェネラルセキュリティーズノースパシフィックリミテッドは、2013年

12月31日現在の上位10名の大株主でなくなりました。

また、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社、ザ　チェース　マンハッタン　バンク　エヌエイ　

ロンドン　エス　エル　オムニバス　アカウント、ザ　バンク　オブ　ニューヨーク － ジャスディック　ノ

ン　トリーティー　アカウント及びチェース　マンハッタン　バンク　ジーティーエス　クライアンツ　アカ

ウント　エスクロウが新たに上位10名の大株主になっています。　

2013年12月31日現在の大株主上位10名は、以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 108,058 50.23

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 12,270 5.70

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 8,105 3.77

資産管理サービス信託銀行株式

会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランドトリトンスクエアオフィ

スタワーZ棟　

2,093 0.97

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,981 0.92

三菱ＵＦＪモルガン・スタン

レー証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 1,689 0.78

ザ　チェース　マンハッタン　

バンク　エヌエイ　ロンドン　

エス　エル　オムニバス　アカ

ウント

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE，COLEMAN STREET

LONDON EC２P ２HD， ENGLAND

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

1,539 0.72

ザ　バンク　オブ　ニューヨー

ク － ジャスディック　ノン　

トリーティー　アカウント

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

ONE WALL STREET，NEW YORK，NY10286

USA

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

1,372 0.64

チェース　マンハッタン　バン

ク　ジーティーエス　クライア

ンツ　アカウント　エスクロウ

（常任代理人　株式会社みずほ

銀行決済営業部）

５TH FLOOR， TRINITY TOWER ９，

THOMAS MORE STREET LONDON， E１W １

YT， UNITED KINGDOM

（東京都中央区月島四丁目16番13号）　

1,305 0.61

株式会社日立アーバンインベス

トメント
東京都千代田区内神田一丁目１番14号 1,295 0.60

計 － 139,707 64.95

　（注）提出会社は、自己株式（2,645千株）を所有していますが、上記の大株主より除いています。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2013年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　

2,645,400

－ 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

212,319,400

    

2,123,194
同上

単元未満株式
普通株式

150,238
－

１単元（100株）未

満の株式

発行済株式総数 215,115,038 － －

総株主の議決権 － 2,123,194 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株（議決権の数16個）含まれ

ています。

２　「単元未満株式」の欄には、自己名義の株式が92株含まれています。

②【自己株式等】

 2013年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日立建機株式会社

東京都文京区後楽

二丁目５番１号
2,645,400 － 2,645,400 1.23

計 － 2,645,400 － 2,645,400 1.23

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
提出会社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

なお、第３四半期連結会計期間（2013年10月１日から2013年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間

（2013年４月１日から2013年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第61号）附則第５条第１項ただし書きにより、改正

後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しています。

また、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成してい

ます。　

　

２．監査証明について
提出会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2013年10月１日か

ら2013年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2013年４月１日から2013年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(2013年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2013年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 62,640 69,711

受取手形及び売掛金
※1, ※2 204,918 ※1, ※2 176,730

リース債権及びリース投資資産 103,288 93,625

商品及び製品 239,643 265,276

仕掛品 54,125 65,739

原材料及び貯蔵品 21,143 23,777

その他 56,011 63,433

貸倒引当金 △7,949 △10,068

流動資産合計 733,819 748,223

固定資産

有形固定資産

賃貸用営業資産（純額） 42,791 49,956

建物及び構築物（純額） 86,531 89,627

機械装置及び運搬具（純額） 62,770 67,556

工具、器具及び備品（純額） 6,449 6,262

土地 55,544 57,422

建設仮勘定 17,110 22,615

有形固定資産合計 271,195 293,438

無形固定資産

ソフトウエア 17,802 16,405

のれん 10,457 6,525

その他 4,402 4,952

無形固定資産合計 32,661 27,882

投資その他の資産

投資有価証券 27,086 31,855

その他 35,658 23,384

貸倒引当金 △518 △299

投資その他の資産合計 62,226 54,940

固定資産合計 366,082 376,260

資産合計 1,099,901 1,124,483
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2013年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2013年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※1 149,128 ※1 155,105

短期借入金 192,821 192,229

1年内償還予定の社債 － 30,000

未払法人税等 14,563 9,723

その他
※1 90,743 84,793

流動負債合計 447,255 471,850

固定負債

社債 50,000 20,000

長期借入金 150,281 151,157

退職給付引当金 8,913 －

退職給付に係る負債 － 13,373

その他 26,781 28,813

固定負債合計 235,975 213,343

負債合計 683,230 685,193

純資産の部

株主資本

資本金 81,577 81,577

資本剰余金 84,500 84,882

利益剰余金 199,779 208,293

自己株式 △3,982 △3,287

株主資本合計 361,874 371,465

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,056 3,993

繰延ヘッジ損益 △2,323 △1,614

為替換算調整勘定 △1,444 18,290

退職給付に係る調整累計額 － △13,584

その他の包括利益累計額合計 △711 7,085

新株予約権 766 766

少数株主持分 54,742 59,974

純資産合計 416,671 439,290

負債純資産合計 1,099,901 1,124,483
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2012年４月１日
　至　2012年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2013年４月１日
　至　2013年12月31日)

売上高 554,486 557,862

売上原価 412,325 397,536

売上総利益 142,161 160,326

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 14,743 14,468

従業員給料及び手当 31,049 28,964

研究開発費 12,147 12,449

その他 55,900 64,208

販売費及び一般管理費合計 113,839 120,089

営業利益 28,322 40,237

営業外収益

受取利息 2,043 1,953

割賦販売受取利息 177 228

受取配当金 171 187

その他 3,755 3,646

営業外収益合計 6,146 6,014

営業外費用

支払利息 8,787 7,061

持分法による投資損失 492 200

為替差損 1,616 5,455

その他 3,793 1,426

営業外費用合計 14,688 14,142

経常利益 19,780 32,109

特別利益

固定資産売却益 － 2,101

投資有価証券売却益 193 －

関係会社株式売却益 － 43

持分変動利益 9,904 －

特別利益合計 10,097 2,144

特別損失

事業構造改善費用
※1 562 －

減損損失 931 －

特別損失合計 1,493 －

税金等調整前四半期純利益 28,384 34,253

法人税等 12,111 12,840

少数株主損益調整前四半期純利益 16,273 21,413

少数株主利益 3,524 4,303

四半期純利益 12,749 17,110
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2012年４月１日
　至　2012年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2013年４月１日
　至　2013年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 16,273 21,413

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,398 934

繰延ヘッジ損益 △318 712

為替換算調整勘定 10,914 22,017

退職給付に係る調整額 － 671

持分法適用会社に対する持分相当額 △555 1,959

その他の包括利益合計 8,643 26,293

四半期包括利益 24,916 47,706

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 19,154 39,172

少数株主に係る四半期包括利益 5,762 8,534
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2012年４月１日
　至　2012年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2013年４月１日
　至　2013年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 28,384 34,253

減価償却費 26,553 27,779

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,231 1,228

受取利息及び受取配当金 △2,214 △2,368

支払利息 8,787 7,061

持分法による投資損益（△は益） 492 200

売上債権の増減額（△は増加） 58,671 45,701

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は
増加）

22,469 19,924

たな卸資産の増減額（△は増加） △50,148 △24,700

賃貸用営業資産の取得による支出 △12,864 △13,989

賃貸用営業資産の売却による収入 2,067 2,722

仕入債務の増減額（△は減少） △22,405 △6,963

有形固定資産売却損益（△は益） △1,242 △4,102

その他 △1,090 2,906

小計 59,691 89,652

法人税等の支払額 △19,134 △17,448

営業活動によるキャッシュ・フロー 40,557 72,204

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △35,937 △30,677

有形固定資産の売却による収入 1,695 2,697

無形固定資産の取得による支出 △1,877 △2,265

投資有価証券の取得による支出 △11,143 △2,587

投資有価証券の売却による収入 608 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △851

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

29,297 －

利息及び配当金の受取額 2,426 2,512

持分法適用会社よりの配当金受取額 39 28

その他 △7,316 798

投資活動によるキャッシュ・フロー △22,208 △30,345

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,290 △14,744

長期借入れによる収入 43,238 20,829

長期借入金の返済による支出 △32,258 △27,529

リース債務の返済による支出 △2,883 △3,250

社債の発行による収入 19,906 －

社債の償還による支出 △20,070 －

利息の支払額 △8,807 △6,808

配当金の支払額 △7,414 △9,550

少数株主への配当金の支払額 △5,196 △3,362

少数株主からの払込みによる収入 1,491 －

自己株式の売却による収入 6 133

自己株式の取得による支出 △0 △2

その他 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △21,277 △44,283

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,583 5,600
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現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,345 3,176

現金及び現金同等物の期首残高 81,059 66,622

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1 79,714 ※1 69,798
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）が平成

25年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間

よりこれらの会計基準等を適用し、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債に計上しま

した。また、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間配分方法を期間定額基準から

給付算定式基準へ変更すると共に、割引率の算定方法を変更しました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従って、当第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上した

ことに伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しています。また、退職給付債務

及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当第３四半期連結累計期間の期首の利益剰余金に加減しています。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首のその他の包括利益累計額が14,266百万円減少し、利益剰余金が953

百万円増加しています。また、これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益に与える影響は軽微です。

　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）　

　税金費用については、第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっています。　　

　

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しています。当第３四半期連結会計期間末日満期手形の金額

は、次のとおりです。

　
前連結会計年度

（2013年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2013年12月31日）

受取手形 2,726百万円 2,993百万円

支払手形 197 339

設備関係支払手形　 113 －

　

※２　手形割引高及び裏書譲渡手形

 
前連結会計年度

（2013年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2013年12月31日）

受取手形割引高 279百万円 273百万円

受取手形裏書譲渡高 45百万円 －百万円

 

３　保証債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証及び保証予約を行っています。

(1）債務保証

前連結会計年度
（2013年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2013年12月31日）

日立建機（上海）有限公司の顧客 17,226百万円 日立建機（上海）有限公司の顧客 16,414百万円

その他 5,470 その他 6,415

合計 22,696 合計 22,829
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(2）保証予約

前連結会計年度
（2013年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2013年12月31日）

株式会社マルタツ 400百万円 株式会社マルタツ 188百万円

　       大久保歯車工業株式会社 563      

合計　 400      合計　 751      

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　事業構造改善費用の内訳は以下のとおりです。

前第３四半期連結累計期間
（自　2012年４月１日
至　2012年12月31日）　

当第３四半期連結累計期間
（自　2013年４月１日
至　2013年12月31日）　

子会社の事業整理に伴う割増退職金等　 562百万円 　 －百万円

合計 562 合計 －

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2012年４月１日
至 2012年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2013年４月１日
至 2013年12月31日）

現金及び預金勘定 64,083百万円 69,711百万円

預け金 16,964 1,114

　　　　　　小計 81,047 70,825

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,333 △1,027

現金及び現金同等物 79,714 69,798

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 2012年４月１日　至 2012年12月31日）

配当金支払額　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2012年５月21日

取締役会
普通株式 利益剰余金 3,177 15 2012年３月31日 2012年５月31日

2012年10月25日

取締役会
普通株式 利益剰余金 4,236 20 2012年９月30日 2012年11月30日

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 2013年４月１日　至 2013年12月31日）

配当金支払額　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2013年５月21日

取締役会
普通株式 利益剰余金 4,238 20 2013年３月31日 2013年５月31日

2013年10月28日

取締役会
普通株式 利益剰余金 5,311 25 2013年９月30日 2013年11月29日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 2012年４月１日　至 2012年12月31日)　

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

　 建設機械事業
産業車両事業
（注２）　

合計
（注１）

売上高 　 　 　

外部顧客への売上高 539,656 14,830 554,486

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － －

計 539,656 14,830 554,486

セグメント利益 28,248 74 28,322

（注１）報告セグメントの利益の金額の合計額は四半期連結損益計算書計上額（営業利益）と一致しています。

（注２）当第３四半期連結累計期間においては、第２四半期連結会計期間中に「産業車両事業」を構成していた

連結子会社であるＴＣＭ株式会社の全株式を売却したことにより、「産業車両事業」について第１四半

期連結会計期間の業績のみを取り込んでいます。　

　

　２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　　　第２四半期連結会計期間において、「産業車両事業」を構成していた連結子会社であるＴＣＭ株式会社の

全株式を売却しました。

　　　これにより、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結会計期間の報告セグメントの資産の金額

は、「産業車両事業」において46,615百万円減少しています。　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（固定資産に係る重要な減損損失）　　

　　「建設機械事業」において土地の減損損失を計上しています。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半

期連結累計期間においては931百万円です。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 2013年４月１日　至 2013年12月31日)　　　　　　　　　　　

　前第２四半期連結会計期間において、「産業車両事業」を構成していた連結子会社であるＴＣＭ株式会社の全

株式を売却したことにより、「建設機械事業」のみの単一セグメントとなったため、当第３四半期連結累計期間

の記載を省略しています。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりです。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　2012年４月１日
至　2012年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2013年４月１日
至　2013年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 60円19銭 80円56銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 12,749 17,110

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 12,749 17,110

普通株式の期中平均株式数（株） 211,822,474 212,379,230

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 60円18銭 80円53銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 12,235 76,407

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

――――― ―――――

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　(剰余金の配当）

　2013年10月28日開催の取締役会において、2013年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、剰

余金の配当（中間配当）を行うことを次のとおり決議しました。

① 配当財産の種類　　　　　　　　　　　　　　金銭

② 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　5,311百万円　

③ 株主に対する配当財産の割当てに関する事項　１株当たり配当額　25円　

④ 当該剰余金の配当がその効力を生ずる日　　　2013年11月29日　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

　    2014年２月６日

日立建機株式会社

執行役社長　　辻本　雄一　殿

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢内　訓光　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大内田　敬　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石丸　整行　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立建機株式会

社の2013年４月１日から2014年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2013年10月１日から2013年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2013年４月１日から2013年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立建機株式会社及び連結子会社の2013年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しています。

　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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